
人件費の状況（平成 年度普通会計決算）

人件費には、特別職に支給される給料、報酬などが含まれています。

職員給与の状況（平成 年度普通会計決算）

退職手当は含みません。

給 与 費

職員数は、平成 年 月 日現在の人数です。

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 年 月 日現在）

当町の技能労務職員は、自動車運転手、用務員、調理師などです。

大 石 田 町 国

職員の初任給の状況（平成 年 月 日現在）

大 石 田 町
区 分

職員の経験年数別 学歴別平均給料月額の状況（平成 年 月 日現在）

区 分

一般行政職の級別職員数（平成 年 月 日現在）

大石田町の給与条例に基づく給与表の級区分によるものです。

期末・勤勉手当（平成 年 月 日現在）

退退職手当（平成 年 月 日現在）

支給率、その他の加算措置は国と同じです。
人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員分の平均額です。

支 給 率

時間外勤務手当（普通会計分）

その他の手当（平成 年 月 日現在）

特別職の報酬等の状況（平成 年 月 日現在）

月分 月分

給 料 報 酬

部門別職員数の状況（各年 月 日現在）
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職員数には教育長を含みません。 （ ）内は条例定数です。

合 計

職員数（人）区 分

部 門

年齢別職員構成の状況（平成 年 月 日現在）

職員数

区分

町は役職加算 ％、国は役職加算 ％・管理職加算 ％
職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

給料月額に ％を加算して 報酬月額に ％を加算して

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合 管理課
問い合わせ先 総務課 総務グループ【内線 】

標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
保育士、保健師、技能労務職員、教育公務員、税務、再任用職員をのぞいた職員数です。

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合 管理課

区分

合 計

職員数（人）区 分

部 門

給 料 報 酬

支 給 率

区 分

大 石 田 町
区 分

大 石 田 町 国

給 与 費

大石田町職員の給与・定員管理等の状況に
ついて、広く町民の皆さんに理解していただ
くため、その概要をお知らせします。
町職員の給与は、人事院勧告に準じて町議
会での審議を経て、条例で定めることとなっ
ています。
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保育士新規採用による増員
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参 考
．当組合の水道事業会計及び公共下水道事業特別会計並びに尾花沢市
特定環境保全公共下水道事業特別会計については、資金不足額がない
ため資金不足比率は算定されませんので ─ と記載しています。
．資金不足比率が、経営健全化基準以上となった場合は、経営健全化
計画を定めなければなりませんが、当組合の水道事業会計及び公共下
水道事業特別会計並びに尾花沢市特定環境保全公共下水道事業特別会
計については、これを下回っています。

年

（ ）


